
（１面） 

【タイトル】 

「アフリカ・日本間の会議はアンゴラなしではインパクトに欠ける」 

 

（２面及び３面） 

【タイトル】 

政治・外交分野における協力は貿易への関心に係るダイナミズムと比して遅れ

をとってはいない。 

【前文】 

アンゴラ政治状況は極めて安定しているが，昨今の国内市場における輸入向

け外貨不足に起因し，先進国との貿易量は大きく減少した。本紙に対し，澤田洋

典駐アンゴラ日本国大使は，２０１８年の二国間貿易額は，日本からアンゴラへ

の輸出額は２０００万米ドル，日本からの輸入額は３億３５００万米ドルであ

ったのに対し，２０１７年は日本からアンゴラへの輸出額は３１４０万米ドル，

日本からの輸入額は２億６２９０万米ドルであったと述べた。右事実にも拘わ

らず，日本はアンゴラあとの関係強化を重視し，保健，教育，インフラ部門のプ

ロジェクト支援を行っている。 

 

【本文】 

（問）日本にとってアンゴラの重要性は如何。 

（答）まず世界情勢の中のアフリカの立ち位置，アフリカ大陸の経済成長及び人

口増加につき触れたい。２００１年から２０１７年にかけての世界経済の平均

経済成長率は３．１％であったのに対し，サブサハラアフリカは５．１％であっ

た。アフリカの経済成長は特記に値する。そしてアンゴラはこの例外ではない。

アンゴラの政治状況は極めて安定しているとみている。２０１７年に実施され

た大統領選挙は，非常に平和的且つ民主的に行われた。我々は至って平和的な政

治転換を目の当たりにした。この事実はいかなる国と関係を持つ中で重要な要

素である。次にアンゴラ経済のポテンシャルがある。石油や鉱物資源の他，農業

に必須である広大な土地と豊富な水資源を有している。 

 

 

（問）世界経済を代表する国の大使として今日どのようにアンゴラ経済と対峙

しているか。 

（答）サブサハラアフリカの経済成長は極めて高いと述べたが，アンゴラやナイ

ジェリア等の国々については豊富な資源を有しているが状況は異なる。これら

の国々の状況は相反するものであり，低成長を続けている。アンゴラについて言



えば，２０１４年以降経済危機に陥っていると言える。この状況下において，ア

ンゴラは経済多角化を図り，経済危機脱出を試みている。２００２年以降国家再

建を目指し，多額の融資を元手に経済成長を記録してきた。アンゴラは大きな債

務を抱えており，経済成長・多角化が必要とされている。係る状況下において，

日本はアンゴラとの関係性強化を重視している。 

 

（問）日本は常にアンゴラとの関係強化を念頭に置いているが，中国がアンゴラ

に進出し，アンゴラにとって最大規模の貿易相手国となった点をどのように見

るか。 

（答）アンゴラ・中国関係については，とりわけ内戦終了以降フォローしている。

アンゴラ再建プロセスに融資を供与した国は多くない中，中国は鉄道，港湾，空

港，集合住宅地等のインフラ事業に融資を行った。これは一つの事実である。こ

れらの中国による事業展開をフォローする一方で，日本は中国と少し異なる手

法にてアンゴラを支援している。日本は保健，教育，インフラ分野に支援を行っ

ている。中国が実施したようなプロジェクト融資は出来ないが，技術を移転する

ことは出来る。日本は独自のプライオリティーを持っている。 

 

（問）１９７６年以降の長年に亘る政治・外交部門での協力にも拘わらず，相互

投資保護協定などに代表される重要な協力協定に未だ署名がなされていないの

は何故か。加えて在アンゴラ日本国大使館は２０００年に，在京アンゴラ大使館

は２００５年に開館している。 

（答）１９７７年からアンゴラ内戦が終結した２００２年にかけては困難な状

況が続いた。内戦中では大使館を立ち上げることは難しかったが，同期間，日本

は出来る限りのことを行った。内戦後，ようやく大使館を設立することが出来た。 

 

（問）２０１５年に当地で開催された日アンゴラ投資セミナーには１５０名を

越える日本の企業家が集まり，アンゴラへの投資を約束した。政治・外交分野に

おける協力は両国の企業家の貿易に対する関心に対し遅れをとっているか。 

（答）その理解は間違っている。政治・外交分野での協力は貿易部門のダイナミ

ズムに対して遅れをとっていない。アンゴラと日本の政治関係は常に良好であ

った。自分（澤田大使）が大使を務めている過去２年間半の間，二国間で要人訪

問が実施された。例を挙げるならば，ロウレンソ大統領の就任式には日本の外務

副大臣が参加した。同式典に参加したアジアからの特使の中では最上級のレベ

ルであったと思う。政治・議員間交流を目的とし，多くの国会議員が来訪してい

る他，５月には，日本の外務大臣がアンゴラを訪問した。アンゴラ側に関して言

えば，ロウレンソ大統領の就任以来，７閣僚が訪日しており，政治関係は極めて



良好と言える。 

 

 

（問）昨今の日本からの投資の代表例は総額６億米ドルとされるナミベ港改修

（ママ）への融資であるが，同プロジェクトの進捗如何。 

（答）２００２年に平和が訪れた後，アンゴラ政府は港湾部門における調査を依

頼した。日本政府はＪＩＣＡを通じ，アンゴラにおけるインフラ再建に係る緊急

調査を実施した。同調査は国内の４つの港（ルアンダ，カビンダ，ロビト，ナミ

ベ各港）に向けて実施され，中でもナミベ港の老朽化は深刻で，資金投入を必要

としていた。当該報告書に基づき，アンゴラ政府は，日本政府の協力のもと同港

の改修を行うことを決定し，改修工事が開始された。今年８月に第二フェーズが

終了した。これに続き，約６億米ドルのプロジェクトが豊田通商によって実施さ

れる。 

 

（問）日本はこれまでに学校建設に対して多くの融資を行ってきた。何故教育分

野なのか。 

（答）教育分野は国が成長するために最も重要な分野の一つである。教育と人材

育成なしに国は成長しない。日本は教育を極めて重視する。２００２年の第一フ

ェーズ，２００５年から２００６年にかけての第二フェーズにかけて，日本政府

はルアンダに所在する小学校の改修・建設事業を多数行った。第一フェーズには

２００万米ドル，第二フェーズには１７００万米ドルを拠出した。草の根無償資

金協力のスキームを通じ，様々な州において小規模な学校の建設を継続して支

援している。ルアンダでの学校の改修を行った後，様々な州において１７校の改

修を実施した。毎年新しい学校を１から２つ建設している。 

 

（問）アンゴラは日本から自動車，機械類，鉄製品等を輸入している。日本のア

ンゴラからの輸入は石油がほとんどである。昨年の二国間貿易量は如何。 

（答）２０１８年，日本からアンゴラへの輸出額は２０００万米ドルであった。

反対に日本はアンゴラから３億３５００万米ドル相当の輸入を行った。日本の

輸入のほぼ１００％は石油である。日本からの輸出の多くは機械類である。アン

ゴラ市場における外貨不足のため，近年日本からアンゴラへの輸出は大きく減

少した。アンゴラ経済の改善と共にアンゴラから日本への輸出が増加すること

を期待する。 

 

（問）外交官として，日本の企業家との面談を持ってきていると思うが，アンゴ

ラにおいて投資を行う際，どのような分野を提案するか。 



（答）日本の企業家がアンゴラにおいて計画しているプロジェクトは多々あり，

アンゴラ側が日本の投資家の参加を募っているプロジェクトも多い。例えば，ア

ンゴラ政府はロビト（ベンゲラ州）に精油所の建設を計画しており，１社の日本

企業が参入に関心を有している。日本の企業家に対し，同分野への投資を呼びか

けている。 

 

（問）既に同関心についてアンゴラ側に伝えているか。 

（答）然り。本件についてソナンゴル取締役会会長と複数回面談を行っており，

同社の関心について伝えている。アルジェリア等，世界各国において精油所建設

に携わっており，最近の例を挙げるとすると，ベトナムでの建設に携わり，右精

油所のアイデアはアンゴラがロビト精油所に求めている展望に合致する。 

 

（問）日本は伝統的な自動車産業を有する。アンゴラに自動車組立工場を設立す

ることに興味を有する自動車業界の企業はあるか。 

（答）自動車組立工場を建設するためには，市場規模，競争力（費用対効果），

人材，技術，外貨アクセス等，様々なファクターを観察する必要がある。決定を

行うのは企業であるが，既に述べた条件が整わない限り，今日のアンゴラ経済の

実情に鑑み，日本の企業家が当地での自動車組立工場の建設を決定するとは思

えない。将来的には，状況が変わることもある。今のアンゴラで行えることとし

て，日本及びブラジル政府の協力のもと，１０月にトヨタ・デ・アンゴラがカゼ

ンガ（ルアンダ州）に人材育成所を開所する。トヨタ・デ・アンゴラはアンゴラ

人人材を育成する。これにより，アンゴラで自動車組立工場を建設するためのよ

りよい環境が作られることになる可能性はある。しかしながら，これは既に述べ

たファクター次第である。 

 

（問）アフリカ大陸において，他のアフリカ諸国との関係の中で日本はアンゴラ

をどこに位置づけるか。 

（答）アンゴラが１番ないし２番であると確約することは出来ない。二国間関係

というものはそういうものでない。しかし，アンゴラは最近日本の外務大臣が訪

問した数少ないアフリカ諸国の一国であり，ＳＡＤＣの中では唯一の訪問国で

ある。これは日本政府がアンゴラとの協力を重視しているという証左である。 

 

（問）２８日から３０日にかけてロウレンソ大統領が横浜で開催されるＴＩＣ

ＡＤ７に参加する。今年５月には河野外務大臣がアンゴラを訪問し，ロウレンソ

大統領のＴＩＣＡＤ７への参加を依頼した。日本政府にとってロウレンソ大統

領が同会議に参加する重要性はどれほどか。 



（答）ＴＩＣＡＤは日本政府がアフリカ各国に対する政策を決定する上で重要

なプラットフォームである。ロウレンソ大統領のＴＩＣＡＤ７への参加は極め

て重要であり，アンゴラ大統領の参加なしではＴＩＣＡＤ７のインパクトが弱

まる。８月２８日～３０日にかけて横浜で開催されるＴＩＣＡＤ７において，ロ

ウレンソ大統領は政策決定に影響を与えることが出来る。アンゴラ大統領の出

席は非常に重要であり，経済改革，ビジネス環境改善，民間セクターの発展，強

靱性・持続可能性ある社会の促進等の主要テーマはアンゴラが推進する開発プ

ロジェクトの内容に沿うものである。 

 

（問）国連及び世銀の共催にて横浜で開催される同会議には４５００人の参加

者が想定される。アンゴラは同国際会議の場をどのように活用することが出来

るか。 

（答）ＴＩＣＡＤ７開催中，様々なレベルでの二国間協議が行われる（政府同士，

政府と民間，民間同士）。安倍総理は全てのアフリカ諸国を訪問することが難し

いため，アフリカのリーダーと二国間協議を行うためＴＩＣＡＤは極めて重要

な機会であると見ている。 

 

（問）初開催から２５年を迎えるＴＩＣＡＤ７において，ロウレンソ大統領の参

加に何を期待するか。 

（答）ロウレンソ大統領は，ＴＩＣＡＤ開催中，日本の民間セクターと接触する

機会を持つことになり，アンゴラの開発に向けたビジョン，ガバナンスへの展望，

日本の投資獲得を期待するセクターの紹介等を発信することが出来る。これま

でのＴＩＣＡＤは成功を収めてきており，アフリカ諸国との対外政策，企業家と

の対話を強化するために極めて重要なプラットフォームであることは強調して

おきたい。 

 

●最近のアンゴラ・日本関係 

２０１９年：アンゴラ政府は地デジ日本方式を採択 

２０１８年：ＮＥＣから Angola Cables への南大西洋ケーブルシステムの引渡

し 

２０１６年：丸紅による国内繊維工場の改修終了（ルアンダ，ベンゲラ，クアン

ザ・ノルテ（ドンド）） 

２００８年：地雷除去に向けた官民連携の確認 

 

●アンゴラに事務所を構える日系企業 

トヨタ・デ・アンゴラ，住友商事，丸紅，ＪＡＳＡ，ＡＪＯＣＯ，日立建機，横



河電機，コマツ 

 

●２０１７年の二国間貿易 

日本の対アンゴラ輸出：３１４０万米ドル（自動車，鉄製品，機械） 

アンゴラの対日本輸出：２億６２９０万米ドル（燃料，鉱物） 

 

●プロフィール 

氏名：澤田洋典 

学歴：東京外国語大学外国語学部ポルトガル語学科卒（１９８０年） 

職歴： 

外務省人事課企画官（２０１５年～） 

在シカゴ総領事館首席領事（２０１０年～） 

在ブラジル大使館政務参事官（２００７年～） 

外務省中南米局課長補佐（ラテンアメリカ・カリブ局）（２００４～） 

外務省総合外交政策局課長補佐（２００１年～） 

 

 

 








